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市の障害者（児）関係施策の現状 

 

１ 医療・保健、介護、生活支援（障害者基本法第 14条） 

 〇3歳児までの健診による障害や発達の遅れのスクリーニング（健康課） 

 〇発達検診、心理経過観察健診等による要配慮児童へのフォロー（健康課） 

 〇子どもクループ事業（健康課） 

 〇自殺予防普及啓発事業（健康課ほか） 

 〇高齢障害者への介護保険給付及び介護予防事業（介護福祉課） 

 

 〇障害福祉計画に位置付ける障害者総合支援法上の生活支援給付 

 〇さいわい福祉センターの管理運営 

 〇更生医療・育成医療の給付 

 〇医療費助成制度の案内と受付（自立支援医療、難病医療費助成、○障医療） 

 〇手帳の案内と受付・交付・付帯サービスの案内（身体・知的・精神） 

   

２ 年金等の経済給付（法第 15条） 

 〇障害年金に関する相談（保険年金課） 

 〇各種の手当の給付事業 

  特別児童扶養手当、児童育成手当 （子育て支援課） 

  障害者福祉手当、難病者福祉手当、障害者住宅手当、国手当と都手当の支給事務 

 〇移動経費負担軽減事業 

   ガソリン代・タクシー料金の助成 

 〇自立移動手段確保支援事業 

   自動車改造費助成、運転免許取得費助成 

 

３ 教育（法第 16条） 

 〇支援シートによる小学校・特別支援学校との情報共有（保育所、幼稚園、わかくさ学園等） 

 〇就学支援事業（学務課） 

 〇特別支援学級による特別支援教育の推進（学務課、指導室） 

（固定 小４校 中３校  通級 小２校 中２校） 

 〇要配慮児童への介助員の配置（学務課） 

〇都立学校に通学する児童の副籍学校との交流事業（学務課） 

 〇各小中学校の特別支援教育コーディネーターとの連携（指導室） 

 ☆全小中学校への特別支援教室設置の計画を推進 



４ 療育（法第 17条） 

 〇わかくさ学園での児童発達支援事業 

 〇わかくさ発達相談室での療育、相談事業 

 〇児童福祉法上の児童通所支援事業 

 

 

５ 雇用の促進（法第 19条） 

 〇障害者総合支援法上の就労支援事業 

 〇就労支援室の運営 

 〇障害者職場体験実習 

 〇雇用促進パネル展 

 

 ☆３Ｄプリンターを活用した就労支援事業の研究 

 

６ 住宅の確保（法第 20条） 

 〇障害者総合支援法上の居住系サービスの給付＝グループホーム・入所施設 

 〇シルバーピア管理事業（福祉総務課） 

   現在７か所 １９０戸 南町都営に計画中（４０戸） 

 〇住宅改修費の給付 

 

 

７ 公共的施設のバリアフリー化（法第 21条） 

 〇公共施設でのバリアフリー化の推進（都市建設部 施設建設担当） 

 〇小規模事業所、商業施設等のバリアフリー化の推進（都市建設部 施設建設担当） 

   バリアフリー法の対象とならない小規模の建物 

 〇道路整備と視覚障害者誘導用ブロックの敷設（施設管理課） 

 〇田無署への視覚障害者用信号機や時間延長タイプ信号機等の設置要望（施設管理課） 

〇駅等の公共施設での音声誘導システムの管理（施設管理課） 

〇路上放置物の是正と啓発（施設管理課） 

  

 

８ 情報の利用におけるバリアフリー化（法第 22条） 

 〇声の広報事業（企画調整課 秘書広報担当） 

 〇アクセシビリティーに配慮したホームページの再構築（企画調整課 秘書広報担当） 

〇声の市議会だよりの作成と配布（議会事務局） 

 〇会議映像のインターネット配信事業（議会事務局） 

 〇磁気ループ貸出事業 

 〇情報・意思疎通支援用具の支給 



 〇ハンディーキャップサービス事業（図書館） 

   音訳ボランティアの養成事業 

音訳図書の作成と貸出 

   来館困難者への図書の宅配サービス 

   対面朗読サービス 

 

９ 相談（法第 23条） 

 ＜虐待等＞ 

〇子ども家庭支援センターによる相談事業（子育て支援課） 

 〇要保護児童対策地域協議会の運営（子育て支援課） 

 〇障害者虐待防止センター 

 ＜教育＞ 

 〇特別支援学校のコーディネーターによる巡回相談（学務課） 

 〇スクールソーシャルワーカーによる家庭支援等（指導室） 

 〇教育センターと滝山相談室による教育相談（指導室） 

 <保健> 

 〇精神保健相談（健康課） 

 〇精神保健福祉相談事業 

 ＜福祉＞ 

 〇地域生活支援センター事業（さいわい福祉センター、めるくまーる） 

 〇障害者総合支援法上の地域相談支援 

〇児童福祉法上の障害児相談事業 

〇身体・知的障害者相談員 

 

１０ 経済的負担の軽減（法第 24条） 

 〇公共施設利用料の減免措置（各公共施設所管課） 

 〇軽自動車税の減免措置（課税課） 

 

１１ 文化的諸条件の整備（法第 25条） 

 ＜生涯学習＞ 

 〇お日さまサンサンフェスティバル＝文化協会への委託事業（生涯学習課） 

 〇障害児・者のつどい支援事業＝にぎやかカーニバル、ぽかぽか春の集い（生涯学習課ほか） 

 〇手話通訳者養成事業（障害福祉課、職員課） 

 〇登録手話通訳研修会事業 

 〇スポーツ推進委員育成事業（生涯学習課） 

   障害者へのスポーツ指導者養成講座に推進委員が参加 

 〇子ども読書計画での障害児への図書提供（図書館） 

 ☆パラリンピックへの協力（生涯学習課ほか） 



 ＜余暇や文化活動の充実＞ 

 〇フットサル大会の実施 

 〇夕涼みの会の実施 

 〇いのちかがやけ作品展の開催（社会福祉協議会） 

 〇ピュアアート展（企画調整課） 

 

 ☆障害者週間にふさわしい啓発的事業 

 

１２ 防災及び防犯（法第 26条） 

 〇災害時の医療救護所の運営（健康課） 

 〇災害時要援護者支援計画の推進（防災防犯課ほか） 

 〇手上げ方式の災害時要援護者名簿の管理（防災防犯課） 

 〇防災訓練時の障害者の避難訓練の実施（防災防犯課ほか） 

 〇二次避難所の協定締結と防災無線の配備（防災防犯課） 

 〇災害情報発信事業（防災防犯課） 

   防災無線放送のメール及びツイッター発信 

 

 ☆避難行動要支援者名簿の作成 

 

１３ 消費者としての障害者の保護（法第 27条） 

 〇消費者トラブルから障害者を守るための啓発と相談（生活文化課） 

 

１４ 選挙等における配慮（法第 28条） 

 〇点字投票、代理投票、郵送投票（選挙管理委員会事務局） 

〇指定施設における不在者投票の実施（選挙管理委員会事務局） 

 〇声の選挙公報の作成事業（選挙管理委員会事務局） 

 

１５ その他（障害者基本法上の基本的施策の条文にのらない部分） 

 ＜親の就労支援＞ 

 〇保育所による障害児保育（保育課） 

 〇障害児保育審査会（保育課） 

 〇学芸大学附属特別支援学校のコーディネーターによる保育所への巡回相談（保育課） 

 〇学童保育所での障害児保育（子育て支援課） 

 ＜公共交通＞ 

 〇地域公共交通の充実に向けての研究（都市建設部 都市政策担当） 

 ＜推進体制ほか＞ 

 〇自立支援協議会の運営 

〇法外の補助事業（福祉有償運送事業支援事業、難病啓発補助事業、身体障害者福祉協会補助事業） 


